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1．背 景  

本研究の目的は、リハビリテーション専門職と呼ばれる理学療法士の専門職性を導出し、それ

らを規定する制度がどのように形成されたかを明らかにすることである。 

従来、社会学における「専門職」の定義では、理学療法士などの職種は“半”専門職や“準”専

門職とされてきた。本研究においては、多様な教育機関に展開された理学療法士教育における養

成像を形作る専門職性に着目することから、専門職を「ある特定のケースに対して、ある程度理

論的な知識を適用する排他的な職業集団」（Abbott 1988: 8）と定義する A. アボットの概念を援

用する。  

近年、超高齢社会を見据えて医療を提供する場所を病院から地域に転換する動きが加速してい

る。そのような状勢において、保健、医療の提供体制は複雑化し、これに関わる職種も多様化し

ている。そのため、チーム医療、チームケア、IPW（Interprofessional Work：専門職連携）など

の職種間連携の概念を用いて組織力を向上させることは、保健医療職だけにとどまらず地域住民

の健康に携わる職種にとって喫緊の課題とされている（佐藤 2009）。とくに、理学療法士などリ

ハビリテーション専門職は、病院と在宅をつなぐ役割を担うため多くの職種との連携が求められ

る。  

こうした職種間連携にはそれぞれの専門職性を示し、他職種との差異を明確にすることで相互

の理解が促される。ただし、専門職性を強調するあまり、自らの管轄権の主張と併存した過剰な

自己防衛的行動には注意を要する。このような連携の阻害要因を取り除くためには、専門職性の

形成段階である養成段階で、「同じ場所で相互作用によって学び合う、理解し合う」 IPE

（Interprofessional Education：専門職連携教育）を教育プログラムに組み込むことが有効とさ

れる（萱場  2009）。  

また、アボット（Abbott 1988: 8）によれば、相互関係のあり方を決定づけるのは、各専門職に

おける抽象的な知識・技術を体系的に統制することにある。医学教育においても、職種間連携の

向上には、それぞれの専門職性を向上させる取り組みが有効とされている(Wynia et al. 2012）。

そのための非伝統専門職であるコメディカルの専門職化戦略のひとつには、養成期間の長期化や

大学化があげられる。  

しかし、多くのコメディカルは修業年限が最長でも 3 年以下と法令で規定され、学校種も多岐

にわたる。医療資格職の養成では、卒業後に得られる資格は同一であるにもかかわらず、医師、

歯科医師、薬剤師とは異なり、コメディカルは養成校種や養成期間が多岐にわたる複線構造とな

っている。くわえて、業務内容はもちろん、待遇にもほぼ差がないとも言われている。さらに、

2019 年には新たな高等教育機関として専門職大学がスタートしたことで複線構造はより複雑と

なったと考えられる。  

他方、規制緩和も影響し、大学数の延びと同時に専門学校数の増加も、多くの職種で見られた。

その中でも理学療法士の養成校数の拡大は、群を抜いており、1991 年から 2010 年までの増加数

は、大学は 1992 年に初の大学での養成コースが広島大学に開設されてから今までで 115 校、専



門学校が 34 校から 128 校で、入学定員は 10 倍以上に増員している。その結果、それまで養成数

不足が課題とされた時期から一転して、1990 年代後半からは、教員や適切な実習施設の不足など

教育の質の低下がたびたび議論の俎上に乗るようになった（半田・田中 2017）。  

そもそも、理学療法士養成が複線構造となっているのは、職能団体が志向する専門職像と、制

度に規定された職業像にギャップが生じていることも一因と考えられる。すなわち、職能団体が

描く、大学での 4 年間の教育を要する教育像に対し、最短 3 年間の養成期間で、理学療法士の専

門職性が獲得できることを前提とした制度上の養成像というふたつの教育目標が並立しているこ

とが養成コース複線化する背景として存在するのである。 

しかし、医師をはじめ医療専門職の養成は専門職として一定の水準を満たし、なおかつ、アウ

トカムとしての有資格者の専門技能レベルにはばらつきが少ないことが望ましい。養成校の設置

基準の範疇で養成ルートがこれだけ多様であれば、国家試験があるとはいえ、アウトカムとして

の理学療法士の質にばらつきが生まれると考えるのはごく自然なことであろう。 

問題は、この期待される養成像をどのように設定するかである。医療専門職教育は高騰教育の

なかでも職業とのレリバンスが極めて高く、教育目標の決定には必然的にその職業のあるべき姿

がひとつの指標になると考えられる。そこで、理学療法士が保健医療のリハビリテーション専門

職としてあるべき姿は何か、つまり理学療法士の専門職性を問う必要がある。また、これを問う

ことで、理学療法士を養成に相応しい高等教育機関とは何か、という問いに対しても一定の視座

を提供するものと考える。  

ところで、近年、専門職性を規定する要素のなかでも資格制度に規定された専門職性が注目さ

れている。辻功（2000: 11）は、公的資格制度に規定された職業教育の研究のなかで、資格制度

は教育制度や教育機関の存廃、教育内容や教育方法にいたるまで規定しているため、今般の高等

教育制度を取りまく状況からして検討する意義を指摘している。また、専門職研究においても、

専門職と一般の職業を区別する要素として資格制度、とくにその形成過程に注目が集まりつつあ

る（Saks and Adams 2019）。  

 

2．分析の枠組み  

こうした背景から、本研究では理学療法士がその資格制度によってどのように規定され、それ

によってどのように専門職が規定されるにいたったのかを明らかにした。その分析の枠組みを以

下に示す。  

第一に、第Ⅱ部において日本におけるコメディカルの資格制度において、それぞれの職種の専

門性がどのように規定されているのかその構造を明らかにした（第 3 章）。つぎに、第 3 章の結果

をもとに、理学療法士を規定する「理学療法士及び作業療法士（以下、PTOT 法」と 1965 年に立

法化される直前の法原案との比較から理学療法士の専門職性を導出した（第 4 章）。第 4 章の結

果を先取りすると、現行法における理学療法士の専門職性は他職種と重複する点も多く、職業ア

イデンティティは拡散していた。一方で、法原案に規定された専門職性は理学療法士独自の専門



性となり得る項目が法律原案に記されていた。つまり、理学療法士の専門職性は原案から現行法

に修正された際、専門職性が低下していたことが明らかになった。 

この結果から、第Ⅲ部では、現行制度がどのような経緯で誕生したのかを明らかにすることと

した。すなわち、資格制度形成に関わったアクターの意思や、影響を与えた社会的ファクターが、

どのように理学療法士の専門職性を規定したのかを政策過程分析の手法を用いて浮き彫りにする

（第Ⅲ部）。  

この政策過程分析では J. キングダン（2014=2017）の「政策の窓」モデルを援用したが、この

モデルの欠点として社会的構造や規範構造の存在を分析に取り組めていない点が指摘されていた

（大嶽  1991）。また、モデルの特徴である政策過程を独立した 3 つの流れで説明することにも、

その独立性の曖昧さがたびたび指摘されている（橋本 2014）。  

したがって、本研究の政策過程分析では、第一にイシュー・エリア・アプローチによって政策

領域における問題構造を明らかにし（第 5 章）、政策の流れが独立性を明確にするためにアクター

ごとに分けて歴史記述を詳細に行った（第 6 章）。そのうえで、PTOT 法の立法過程に「政策の

窓」モデルを適用して分析した（第 7 章）。  

 

3．結 果  

第 3 章では、日本の保健医療職種の専門職化の傾向から①独自の専門領域、②業務の独立性、

③教育年限の規定によって、管轄権をどのように有しているのかに着目してコメディカルの専門

職性について考察した。  

ここでは、①、②の結果に触れる。①については、コメディカルの専門職化活動から法による

規定によって管轄権を主張することができていることが分かる。たとえば、看護師に関しては資

格の定義に規定される「療養上の世話」と「診療の補助」のうち、「療養上の世話」に関しては医

師の指示を要する規定がないことからこの領域に看護理論による独自の専門性を確立しつつある。

また、歯科衛生士は、制定時法の第 1 条（法の目的）に「歯科疾患の予防及び口くう衛生の向上

を図る」と規定されていることを根拠に、歯科衛生士法を改正させ新たに「歯科保健指導」に管

轄権を拡げることに成功している。  

次に、②について考察すると医師法、歯科医師法、薬剤師法に共通する「掌る（つかさどる）」

という文言による規定によって日本のコメディカルは非自律性、被管轄職として位置付けられる

二重の規定構造が明らかになった。一方で、言語聴覚士や公認心理師が教育や心理の領域に業務

を規定することで医師の管轄権との棲み分けに成功している。しかし、これらの職種が医療に携

わる際は、医師の指示を要するのに対し、医師が教育、心理領域に進出するのになんら制限規定

はないことから、これらの職種においても管轄—被管轄の関係が成り立っていることが分かった。 

第 4 章では、原案に規定されていた「法の目的」からは、「医学的リハビリテーションを普及と

向上」に寄与するための専門職として規定されようとしていたことが分かった。「医学的」である

以上、第 3 章で明らかにしたように医師の管轄権の外に位置づくと言えないが、医療職のなかで



も独自の管轄権を有することができた可能性がうかがえた。また、理学療法士の業務として現行

法に規定された業務と並んで「評価の業務」が規定されていたことも分かった。「評価」とは医師

が理学療法士の治療の指示をする際の判断材料であり、この点で、現在の医師と理学療法士との

一方通行の業務規定ではなく、原案では両者の往還関係が規定されていたことが明らかになった。

このことによって、理学療法士の専門職性を資格制度上、低下させている要因の一端を見出すこ

とができた。  

第三部では、第 4 章で明らかになった原案には規定されていた、理学療法士の専門職性を高め

る要素がなぜ修正されたのかを、政策過程分析から明らかにすることができた。 

まず第 5 章では、理学的療法の管轄権をめぐるイシュー・エリア（政策領域）には、視覚障害

者の職業を保護するという規範構造を析出することができた。この構造は東京帝国大学の医師の

協力や、視覚障害者が盲学校を中心に組織を作り帝国議会が出来た頃から政治活動を続けたとい

う背景によって形成されていた。さらに戦後になると、GHQ による医療制度改革によって、政策

領域に、マッサージとあん摩師の分離や、理学的療法をめぐる管轄権争いが繰り広げられる政治

的鬼門構造が生まれたことが分かった。  

次に、第 6 章では PT の資格制度化案が浮上し始めた 1950 年代から PTOT 法が成立するまで

の政策アジェンダ化と政策決定過程に関わる参加者を整理し、それぞれの政策課題と解決策につ

いて整理した。  

最後に第 7 章では、整形外科医が、多忙な自分たちに換わって更生医療を担当する治療補助者

が要していたが、第 5 章で析出した視覚障害者に関わる規範構造を解決できずに補助職の資格化

案はアジェンダ化させることが出来なかった。また、病院マッサージ師は、自らの地位向上と整

形外科医の要望に応えるために資格制度化の必要性を求めたが失敗に終わった。 

政府アジェンダ化したアクターは、後から提唱した大村潤四郎ら厚生官僚であった。大村は、

資格制度案を、既に問題の流れにおいて政府アジェンダ化として浮上していた結核療養所の転換

問題と結合させた。さらに、医師会の問題とも結合し、問題の窓が開き、問題の流れのより大き

な政策課題と結合することができた。さらに、国立療養所課の政策に通じていた尾崎嘉篤が医務

局長に就任したことにより政治の窓が開き、官僚主導の政策推進が発揮によって政治の流れが合

流した。こうして、大村のアイデアは決定アジェンダとなり日本最初の理学療法士の養成校が制

度化された。  

しかし、この養成校開校の際、視覚障害者の入学が拒否されたことによって視覚障害者の職業

保護の政治構造が発動することとなった。これによって政治の窓が開き、視覚障害者たちが政治

の窓を通って政策形成に圧力をかけることに成功した。また、視覚障害者の入学を拒否すること

は憲法に規定される平等権からも、政府アジェンダとして国会で問題となり 3 つの流れが合流す

ることとなった。こうして、医師側が視覚障害者を欠格事項とする政策案を廃案に追い込み、視

覚障害者にも理学療法士となれるように、「評価の業務」など視力を要する業務内容は、法律とし

ての整合性を保つためにすべて削除されたことが明らかになった（図 1）。  



 

4．含意と今後の課題  

本研究の結果、以下の 3 つの視座から新たな示唆を得ることができた。すなわち、本論文で一

貫して依拠してきた専門職研究に対する示唆と、専門職性が規定されるダイナミズムを明らかに

するために用いた「政策の窓」モデルに関する示唆、そして本研究の出発点である理学療法教育

に対する示唆である。ここでは、最後の理学療法教育に対する示唆について概説する。 

本研究では資格制度の形成時に着目することで理学療法士の専門職性に「評価の業務」や「独

自の目的」が規定されようとしていたことが明らかになった（第 4 章）。このことから、第 3 章で

明らかにした歯科衛生士の専門職化戦略と照らして考えると、理学療法士の専門職性の向上させ

る可能性が示唆される。  

たとえば、「評価の業務」が原案通りに PTOT 法で規定されていたと仮定する。そうすれば、歯

科衛生士が法の目的で規定されていた「予防」に新たな管轄権を見出したように、理学療法士も

管轄権を要求することができる可能性が見いだせる。そもそも、原案に規定されていた「評価の

業務」とは「PT を円滑に実施し、必要な訓練方法を決定するため残存能力の検査、回復状況の確

認等評価を行なう」（内閣法制局第四部  1965）と規定されている。  

したがって、理学療法を実施するためには「医師の指示」が必要ではあるが、その訓練方法の

決定には理学療法士による「評価の業務」が必須となる。このことは、現行法の「実施の業務」

のみの一方通行の関係ではなく、原案形成当時は医師と理学療法士は往還関係が規定されていた
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図 1 本論文の分析結果 



と考えられる（図 2）。こうした往還関係は、理学療法士の業務に評価が規定されれば現状よりも

大きな責任が伴うこととなるため、理学療法教育において「評価法」と「医師との連携」に関す

る教育の重要性はより高まるであろう。  

最後に本研究の限界と今後の課題を述べる。 

第一に、本研究は PTOT 法の成立期を対象としたが、病院マッサージ師から一般マッサージ師

や理療科教員に特例制度の延長や、短期大学化や大学化される時期を対象に研究する必要もあろ

う。  

第二に「政策の窓」モデルの適用可能性についてである。本研究においては一定の効果を得ら

れたといえたものの、この一例だけでそれを判断することは性急であろう。したがって、その他

の職種の資格制度形成過程においてもモデルを援用し、資格制度形成の政策領域におけるパター

ンの抽出なども課題と考えられる。  

 

 

第三に、今回の研究では海外の研究は先行研究で少し触れた程度で不十分であることは否めな

い。したがって、海外の PT の専門職化の過程を「政策の窓」モデルを適用して分析することを

課題としてあげることとする。そのため、海外ですでに蓄積されている管轄権争いをまとめた先

行研究を参考に「政策の窓」モデルを用いることも課題とする。 
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